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応答可能性のサイクル（The Cycle of Responsibility）

































































































































































































































































例 ; Inclusive  Society（異なる存在、多様な文化が
共生することを幸福と感じる社会）＋Eco-Economy
③ to live better
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テリジェンス（SQ: spiritual intelligence），エーモーショナル・インテリジェンス（EQ: 
emotional intelligence），ラショナル・インテリジェンス（IQ: rational intelligence）によって
それぞれ蓄積されると言う。彼らの展望するパラダイム・シフトは，’material capital→ social 
capital→spiritual capital’のように前者から後者への規定関係を作り出すビジネスから 
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」（a free-floating 
responsibility）とよび，そのことにより「組織全体が責任ぬぐいの道具と化した
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
」（the 
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いための予防薬として
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
，多元主義ほど効果的なものはない
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２．「根源的経営」から「派生的経営」へ，「派生的経営」から「根源的経営」への回帰
　以上の点を補完，あるいは基礎づけるために，本稿では，「経営と公益」に関して言及して
きた。その関連を語ることは，ただ単に「企業の経営」を新しい文脈で捉え直すことではない。
また，それは，NPOなどのCSOs（Civil Society Organizations）の経営に話を限定することで
はない。ましてや，私益性と公益性を対立させ，後者のみの経営を語ることではない。そうで
はなく，それは，「主体の論理」に基づき，自己ないし組織を徹底的に客体化することを，ま
た公共性や公益性に徹することを通して，自己や組織を作り上げていく（再主体化），あるい
は私益性を享受するような「本格的な経営」を語ることであった。その「語り」を媒介に，「経
営と公益」議論の射程は，「共に目指すべき人間社会の理想」にまで及ぶ。
　「本格的な経営」を語る場合，企業とNPOやNGOとの違いを意識するより，むしろそれら
の共通性に着目すべきである。その共通性は，トム・モリスの言葉で表現することが，最も適
切であるように思われる。「人々が良く生きるためのパートナーシップを築けるような構造を
つくり上げ，それを維持したり修正したりする活動」67）こそ，ここで言う「共通性」である。
　「共に目指すべき人間社会の理想」へと振り向けられた「本格的な経営」をアクチュアライ
ズするためには，かかる「共通性」の認識と共に，その特殊な形態としていわゆる企業，ある
いはNPOやNGO，大学という組織の活動があると捉え，かつかかる認識から企業を捉え直し，
「企業もNPOやNGOと共にCSOsである」と考えることが出来るならば，これまでの世界は一
変するだろうと思われる。このような発想の転換と視座の転換を現代社会は要請している，と
言っても過言ではなかろう。われわれは，あらゆる組織を含め，その要請に応答する必要があ
る。
　そのようなシナリオが描け，その現実化への過程が動いて行くならば，「『根源的経営』から
『派生的経営』へ，『派生的経営』から『根源的経営』への回帰」ということが言える。「根源
的経営」とは「家庭経営」を意味しているが，近代においてはそこから「派生してきた経営」
として「企業という資本結合体」を中心とした「企業経営」が展開されてきた。さらに，いま
では，この「派生的経営」から新たな次元での「根源的経営」，つまりよりよき生活のための
パートナーシップという意味を付加された「事業経営」という新たな段階での「根源的経営」
へとスパイラル的に回帰して行くということが展望し得るところまで来た，と言ってよい。本
稿で言及してきた「責任経営の発展」とは，このことなのである。特にEUで動き始めたCSR
経営への運動を背景とするならば，21世紀という時代において，われわれは「新たな段階の根
源的経営を目指している」，と言ってよい。
67）Ibid., p.104. 訳書、116頁。
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３．「責任経営の学」と組織倫理学的パラダイムの可能性
　本稿では，以上のような特性を持つ「責任経営」に向けての幾つかの視座と枠組を取り上げ
検討してきた。そして，最終的に，「責任経営」の「主体の倫理」としての組織倫理ないし道
徳の創造の必要性と重要性，およびその内容と方向性について言及し，組織倫理学の構想にた
どり着いた。それは，行為主体としての組織の哲学的，倫理的革新を促す広い意味での知的，
実践的枠組の構築を意図している。
　新しい課題に立ち向かうためには，今日まで拠り所としてきた哲学的，倫理的前提の革新が
何よりも必要である。しかし，今日においては，「いまや理念に関して議論している場合では
なく，実践の時である」，と多くの人が主張するようになってきた。それはある面では，正しい。
だが，課題は一義的ではなく，多義的であり，また，流動的である。この点を考慮するならば，
「理論および理念と実践」は前者から後者への，また後者から前者への過程的関係がスパイラ
ルな上向きの過程を形成する，と考えるのが現実的であり，かつ建設的であろう。そこでは，
理論および理念と実践は常に課題性の下にあり，その都度それらの内容が「深められたもの」
として話題に上ってこなければならない。本稿で言及した「責任経営の発展過程」は，かかる
スパイラルな上向きの過程を構成する一方の実践軸であり，「責任経営の学」としての経営学
および組織倫理学は他方の理論・理念軸を構成する。
　ある一定の「理論・理念」は，スパイラルな上向きの過程において先行するある一定の「実
践」と後続する新しい「実践」を橋渡しする働きがある。また，「実践」は，同様に，先行す
る「理論・理念的価値」を具現化し，後続する「理論・理念」の新しい形成にその材料を供給
する，と考えられる。したがって，日常的にわれわれは「理論」や「理念」と「実践」を二分
法で捉えがちであるが，それとは異なり，真のそれらはスパイラルな上向きの過程の全体をそ
れぞれの「軸」から捉えられた内容と考えなければならない。つまり，それらは相互浸透，相
互内在の関係にある。
　そのように考えるならば，「責任経営」の実践的革新の批判的・評価的並びに自省的吟味と
その理論的，理念的革新，あるいは哲学的，倫理的革新のシナリオが経営学の内容を構成する
ものとなり，「責任経営の実践」は理論的，理念的革新，あるいは哲学的，倫理的革新のシナ
リオの批判的・評価的摂取とその価値の具現化とその自省的評価からなる。「責任経営の学」
としての経営学は，上述のスパイラルな上向きの過程を背景に後者を視野に置きながら，前者
を志向するものとなろう。このような意味で経営学が実践理論としてその位置を占めるために
は，「責任経営」の，また「責任経営の学としての経営学」の双方のスパイラルな上向きの過
程の形成において戦略的役割を担う組織倫理学的パラダイムを内包する必要がある。その時，
初めて，「責任経営の学としての経営学」への道が拓かれる。
　これまで，「責任経営」の実現可能性の決定的な要因は，「開かれた協働」，あるいは多様な
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パートトーナシップの導入であることを，指摘してきた。そのような協働やパートナーシップ
を可能とするような視座，あるいは条件を生み出すような広い意味での知的な枠組を提供し，
あるいはそれについての理論的な提言や考える契機を提供し得ると言う意味で，「組織倫理学
的なパラダイム」が成立してくるのではないかと思われる。このことを通して，組織倫理学は，
経営学が「派生的経営」を超え，それをも包み込む「新たな段階の根源的経営」へと対象面お
よび内容面の双方において革新を果たそうとするとき，重要な契機となり得る。組織倫理学の
研究が注意深く進展されるならば，経営学における理論と実践のより密接な協働の促進におい
て，その真価を発揮するに違いない。
 （2008年12月１日受理）
